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マ ン シ ョ ン の 建替え ･ 復旧及び団地に つ い て
鎌 野 邦 樹
(千葉大学法経学部教授)
はじめ に
2002年3月 に 法務省により区分所有法の 改正 につ いて の 中間試案が公表され意見照
会がなされ た｡ これは ､ 2001年6月 より 10回 にわた っ て 法制審議会区分所有法部会
に
ぉ いて 審議が なされて きた結果で ある o 審議の過程は , 大きく 3 つ に分ける
ことがで き
る o 第 一 段階 (審議会第1 回 ･ 第 2回) で 臥 区分所有法にお ける改正す
べ き点ほ何か
の検討が行われ ､ 第二 段階 (第3回 - 第7回) で は､ 第
一 段階で挙げられ た論点につ い
て の個別の検討がなされ ､ 第三段階 ( 第8回
- 第1 0回) で は ､ 中間試案が検討され ､
決定された ｡ 以下では ､ 建替え､ 復旧 ､ 団地内の 建替えの 3点に つ
いて ､ その 過程を概
観し､ 中間試案に閲しそれぞれ の点に つ い て若干の コ メ ン ト( 問題点な
い し課題の指摘
も含む) を したい o な ぁ これまで の審議の 議事録に つ いて は ､ 法務省
の ホ ー ム ぺ - ジ
にて 公表され て い る｡
Ⅰ 建替え
1 法制審議会の審議の 過程
(1) 第一 段階
建替えに関して ､ 第 一 段階で は ､ 法務省民事局参事官塞か らの議論
の たたき台として
｢現行 の規定で は ､ 建替えの実施が 困難で ある として ､ 例えば､ 次
の ような指摘がある
が ､ どの ように考える ベ きで あるか ｡+ として ､ 次の 点が掲げられ た ｡ ①客観的要件で
ぁる ｢費用の 過分性+ を明確化す べ きで ある . ②建替えの決議要件 (5年の 4) を緩和
すべ きで ある o ③敷地の 同
一 性の要件を緩和すべ きで ある o ④使用 目的の同
一 性の 要件
を緩和す べ きで ある o ⑤建替えには賛成するが ､ 建替え事業には参加しない 区分所有者
も建替え決議におい て賛成者として扱うようにする
ベ きである o ⑥建替え決議の塀疲を
争う方法につ いて ､ 出訴期間その他の 制限を設ける
ベ きであるo ⑦法 63条4項の 売渡
請求にかか る ｢時価+ の算定基準を明確化す べ きである o ⑧建替え決議 に賛成
した者同
士 の権利義務 を定める規定を設ける ベ きである ｡ ⑨連担棟にお い て建替え決議をする場
合の 一 棟の 単位 ･ 区分所有者の範囲を明確にすべ き である o ⑬建物が全部滅失
した場合
の再建の ための手続につ い て も整備する必要がある｡ ⑮建替えを前提としな
い で 区分所
有関係 を解消する制度を導入すべ きであるo
これ らの 点は､ 阪神 ･ 淡路大震災後に区分所有法の問題点として 何人かの論者
によっ
てすで に指摘されて い た点で あり ( 拙稿｢マ ン シ ョ ン建替え論序説 (
1) (2)+ 千葉大学
法学論集13巻 2号23頁以下 ､ 14巻4号215頁以下 〔1998年 ､ 2000年〕 参照
)､ また ､
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2000年 6月 の 日本弁護士連合会の 意見書 (｢区分所有法の 改正 に関す る意見書+) にお
い て もその 多くが指摘 され た ｡
(2) 第二 段階
第二 段階で は ､ 第 一 段階の審議に基づい て法務省民事局参事官室よ り ､ 先の それぞれ
の 事項につ い て ､ 具体的な案が ､ そ の 間題点と共に示 された ｡ 以下で は ､ そ の うち第 一
段階の①と③の みを示す こ ととする ｡
1) 客観的要件 ①に関して は ､ 次の 4案が提示された ｡
a 客観的要件を削除 して 決議要件の み とする等 ｡
b 客観的要件と して効用 増の 要件も加え る｡
c 老朽化の場合と , 損傷 ･ - 部滅失そ の 他の場合とを区別 して ､ そ れぞれの 場合に
つ い て ､ 客観的要件を次の ようにす る ｡
○老朽化の場合
･ 建築後 一 定の 年数が経過する こ と
･ 建替え決議時か ら想定耐用年数を経過するまで に要する管理 ･.補修等に要する費
用 と建替え に要する 費用 との 比較で ､ 前者の 費用が後者の 費用 の 一 定の 割合(例
え ば2分の 1) を超え る こ と
･ 決議時の建物の 価格 と新築当時の 建物の価格との 比較で ､ 前者の価格が後者の価
格の 一 定割合以下で ある こと
I ○損傷 ､ - 部の滅失そ の他 の場合
･ 復旧 ･ 補修等に要する 費用 と建替え に要する費用 との 比較で ､ 前者の 費用が後者
の費用 の 一 定割合 (例えば2分の 1) を超える こ と
･ 災害そ の他の事由発生前の建物 の価格と発生後の 建物の価格 との 比較で ､ 後者の
価格が前者の価格の 一 定割合 (例えば2分の 1以下) である こ と
d 建替え決議を行う につ いて 裁判所の 認可 を経な けれ ばな らな い もの とする こと ｡
2) 同一 敷地の要件 ③に閲し七は ､ 次の 3案が示 され た o
a 必要がある と認められ るときは ､ 建物の 敷地を含む土 地又 は 一 部の 土地にも再建
建物を建て る旨の 決議をする ことがで きる｡
b a につ き ､ 必要性の 有無を問わない ｡
c 敷地の 同 一 性の 要件をす べ て 廃止する .
(3) 第三段階
中間試案に至 るまで に ､ 第三段階にお いて ､ 第 一 段階で の ① - ⑫につ い て ､ 審議会で
の 審議等に基づ いて ､ 民事局参事官室にお い て ､ 次の ような採否 の案 が提示 され た o
1) 客観的要件 .第 一 段階で の①に関して は ､ 中間試案 (秦)として , 審議会の第
8 回 におい て は , A案 ､ B案が提示され ､ A案 とい うの は､ 客観的要件を不要とし決議
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要件 (5分の 4以 上) のみ とする もの である｡ B案は ､ ほぼ中間試案に当た るもの で あ
る ｡ そ の後 ､ 第9回におい て は ､ A案は落ち ､ B実の みとなり ､ しかも ､ その 本文は ､
中間試案の ア 〔乙 案〕 とイ 〔甲案〕 とに な っ た｡ しかし ､ 審議会におい て はなお議論が
あ っ た こと等から ､ 第1 0回 におい て は ､ 再度､ ア 〔甲案〕 とイ 〔乙案〕 が復活し ､ 両
案併記の もの とな っ た ｡
第二 段階か ら第三段階にお い て ､ 第二 段階の a (A案)､ b ､ dが落とされ た理 由は ､
特 に建替えの 客観的要件に関して は ､ 改正法の遡及適用 を前提とする と､ 既存の権利(特
に建替え に反対する者の権利)を著しく制約しない よう にする必要が あっ たためと思わ
れ る｡ その ような こ とから ､ 現行規定で 定める ､ 建物の 物理的効用 の減退を示す ｢過分
の 費用+ につ い て ､ で きるだけこれ を明確化するという c の道が選択された ものと思 わ
れ る ｡
2) 決議要件の緩和 第 一 段階で の②に関して は ､ 中間試案の 注記 ( 注10①) に
ある ｢4分の 3+ に つ い て は これまで 一 貫して注記にはあっ たが ､ これを選択すべ きで
ある とい う議論はほとん どなか っ た もの と思われ る ｡
3) 敷地 の 同 一 性 第 一 段階で の③に関して は､ 第二 段階で の b案が採用された .
a実は , ｢必要で ある と認 められ る とき+ とい う要件が不明確で ある ため ､ また ､ c 案
は ､ 敷地の 同 一 性の要件をすべ て廃止する ことは ､ 多数決議による決定が許される の は
区分所有建物 とそ の敷地 だけに限定され る とい う現行法の立場を大きく逸脱する もの
と考えられたため に､ 採用されなか っ た もの と思われ る ｡
4) 使用 目的の 同 一 性 第 一 段階で の④に関して は､ 審議におい て ､ これ を削除す
る点に つ いて 特に異論はなか っ た と思われ る ｡
5) 消極的賛成者の 扱い 第 一 段階で の⑤に関して は ､ 次の ような理 由か ら中間試
案 には採用 しない ことにされた ｡ すなわち ､ ｢建替え決議に賛成した区分所有者+ に は､
｢建替えに参加しな い 区分所有者+も含まれ る ことを明確にす べ きで ある との考え方に
つ い て は ､ 建替えに参加する意思 の有無にかかわ らず､ 建替え決議に賛成した区分所有
者及びそ の承継人は､ 法 64粂に より ､ 建替え決議の内容に より建替え を行う旨の合意
をしたもの とみな され るの で ､ 建替えに参加しな けれ ばならな い こ と等から , これ をあ
えて ｢建替えに参加しない 区分所有者+ と して他の賛成者と別異に扱う必要はない と考
えられるからで ある ､ と説明された (第8 回にお ける参事官室の説明)｡
6) 建替え決議の暇庇を争う方法 第 一 段階で の⑥に関しては ､ 次の ような理由か
ら中間試案には採用 しない こ ととされ考o すなわち , 建替え決議の無効を求める出訴期
間に つ き制限を設ける べ きで あるとする考え方につ い て は ､ どの ような痕疲があっ た と
して も､ 一 定期間が経過すれば治癒される とい うこ とになる と ､ 建替え決議に反対した
区分所有者の 利益を著しく損なうもの と考え られ るか らである と｡ (第 8回における参
事官室の 説明)｡ ただし､ 他方､ 再建建物が完成 した後に 糾 1て も建替え決議の 無効の
主張を許す ことには ､ 問題があろう (民法 201条 1項但書参照)｡
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7) 売渡請求にお ける ｢時価+ 第 一 段階で の⑦に関して は ､ 第二 段階にお いて ､
｢敷地の更地価格か ら現在の 建物の 取 り壊し費用 を控除して 算定した宿+で は どうか と
いう案も提示 され たが ､ 結局 ､ 次の ような理 由等から中間試案には採用 しな い こととさ
れ た ｡ すなわ ち , ｢時価+ の算定基準を明確化す べ き であるとい う考え方 につ い て は､
時価の 算定基準は事案 に応じて 評価方法が異な る こ とか ら ､ これ らを網羅す る基準を法
律で定める の は困難で ある と考え られ たため である ､ と説明された (第8回 にお ける参
事官室の 説明)0
8) 連担棟の場合の 決議の 範囲 第 一 段階での⑨に関して は ､ 次の ような理由等か
ら中間試案に は採用 しない こ ととされた ｡ すなわち ､ 連担棟 に つ い て は ､ そ れ を構成す
る 各部分ごとに区分所有者の集会の 決議 による もの とす べ きで ある との考え方につ い
て は ､ 各部分の 区分所有者はそ れぞれ他の部分の共有持分権 を有 して お り､ 当該部分に
共有持分 を有する他の 部分の 区分所有者が建替え決議又 は復旧決議か ら排除され る こ
とに つ いて 合理 的な説明が 困難 で ある と考え られ るためで あると(第8回 にお ける参事
官室の 説明)｡
9) 建物の 全部滅失の場合 第 一 段階で の⑲に 関して は ､ 次のような理 由等から中
間試案 には採用 しない こ ととされた ｡ すなわち ､ 建物が全部滅失 した場合につ い て ､ 被
災マ ン シ ョ ン法と同様 に､ 再建決議に 関する 規定や共有物分割請求権を制限する規定を
区分所有法に も設ける べ き で ある との考え方 につ いて は ､ 建物が全部滅央した場合 一 般
に､ もと区分所有関係が存在 した とい うだけで は根拠として 不十分で あり ､ 被災マ ン シ
ョ ン法の よう な政策目的を根拠 とす る場合とは異なる と考えられ るた めで ある ､ と説明
され た (第8回 にお ける参事官室の説明)｡
10) 区分所有関係の 解消 第 一 段階で の⑫に関して は ､ 次の よう な理 由か ら中間試
案 には採用 しない こ ととされた ｡ 区分所有関係を解消して土地 と建物を 一 括売却で きる
ような制度を導入す べ き で ある との考え方に つ い て は ､(ア) 区分所有関係の解消にあた
つ て は､ 区分所有権等の 換金 を目的と して い る と ころ , 解消を待たずして個々 に売却す
る こ とも可能で ある こ とか らすれ ば､ 反対者に換金を強制する根拠 として は弱い と考え
られる こと､ (イ) 建替えな ら賛成するが解消には反対する とい う区分所有者の利益 を害
する場合がある こと, (ウ) 老朽化が進み朽廃に近い状態で ある にもかかわ らず , 区分所
有者に費用 の 負担能力がな い とい う理 由で建替えをす る こ とが で きない 建物の た めに
区分所有関係を解消する制度が必要であるとの 指摘があるが ､ そ の ような建物で は ､ 管
理が適正 に行われ てお らず ､ 区分所有者もそうした状態を甘受しつ つ居住 を続けて い る
場合が多い の で あっ て ､ 解消の 合意形成自体容易で ない場合が多い と考えられ る こ と､
(エ) そ のような建物の 除却 , 有効な土地利用 の 実現につ い て は ､ 一 般私法 である区分所
有法 で対応する の は必ず しも適切で はない と考え られる ことから ､ 採用す べ き でない と
説かれた (第 8 回にお ける参事官室の 説明)｡ しか し ､ この 制度の 導入 を図る べ きであ
ると従来主張 して きた筆者に とっ て は(日本経済新聞2001年 7月 29日 ､ また､ 拙稿｢区
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分所有建物の修繕 ･ 再建 (復旧 ･ 建替え) 及び終了をめぐる比較法研究覚え書き+ 千葉
大学法学論集 15巻 3号 165頁以下､ 2001年)､ どの根拠も十分に説得力が ある もの と
は思われな い ｡ 導入 にあたっ て の最大の課題は､ 遡及適用の 点と ､ 解消後の具体的な分
割の方法 (金銭の分配方法を含む) が十分に解明され て いな い点にある と思われる ｡
なお ､ 第 一 段階で の⑧に関して は､ より具体的な審議はなされ なか っ た o ただ､ この
点に関して は ､ 区分所有法とは別に､ マ ンシ ョ ン建替え円滑化法にお いて ､ 建替組合に
ょる 権利変換計画不同意者か らの権利の 買取りの 制度が設けられ る ことに なっ たo
ll) 建替え決議の手続 第 一 段階及び第 二段階の審議過程におい て ､ 建替えに関し
て ､ そ の 要件との 関連で ､ そ の手続につ いて も検討す べ きで ある との意見が何人かの委
員から出された ｡ すなわち ､ 建替え をする か否かの判断をする に当た っ て は､ 必要で十
分な判断材料が予め示され る べ きで ある との意見が強く出された ｡ その 具体案が ､ 第
三
段階で 民事局参事官重から提示され ､ 若干の 議論を経て ほぼそ の まま中間試案 (第
5 の
2) とな っ た ｡ こ こで注意す べ きは ､ ｢建物の効用を維持し ､ 又は回復するの に要する
費用の 概算額+ ((2)イ) に つ い て は､ 特に老朽化を理由とする建替えの場合には ､ 必ず
しも所定の方式によ る厳密な額を要求する もの で はない と考える べ きで あろう ｡
2 中間試案の 問題点 ･ 課題
(1) 老朽化と 一 部滅失等との関係
中間試案 臥 ア ､ イ の いずれ かに該当する ときに ､ 建替えの決議のための客観的要件
を満たすもの として い る ｡ イ につ い て は, 甲 ･ 乙両案あるが ､ いずれ にしろ
一 定の基準
に従 っ た建物の物理的効用 の減退を要件として いる o ア につ い て は ､ 3 0年又 は4 0年
とい う 一 定の年数の 経過の み を要件と して おり ､ イ で い う建物の物理的効用の 減退とは
無関係である と解される ｡ それ では ､ 例えば建築後 2 5年を経過して
｢経年 卿ヒ+ して
い る建物に つ い て はどうか ｡ アに該当しな い こ とは明らかで あるが ､ 民事局参事官室
の
説明によ る と､ ｢経年によっ て生 じた損傷+ によりイ の 要件を満たす可能性があると
い
ラ (中間試案第5 の 1(注7))｡ ｢損傷+ とは ､ 建物部分が本来の 効用 を確定的に喪
失する まで には至 っ て いないが ､ 建物部分に破 掛 汚損
･ 不具合 ･ 機能低下な どが生 じ
て い る場合 をい う (これ に対して ト 部滅失+ とは､ 建物の
一 部がそ の効用 を確定的に
喪失して いる場合をい う) が ､ 建築後2 5年を経過した建物は ､ そ の建物の 本来
の性能
や修繕等の管理履歴にもよ るが ､ 程度の差はあれ ､ 外壁等の 汚損
･ ひ び割れや給排水管
等の不 具合 ･ 機能低下が生 じて い る場合も少なくな い と考えられる ｡ 災害等の突発事故
により緊急に修補を要する状態に至っ て い る場合には ｢捜傷+ と観念しやす
い が, 経年
により建物が全体 として徐々 に 卿ヒが進行して い る場合には ｢損傷+ と観念す る
こ とが
容易で はな い よう にも思われ る (特に､ 外壁の 汚れ ､ 防水機能の 低下､ 給排水管
の機能
低下等). そ こで ､ イ を ｢経年 ､ 損傷 ､
一 部の滅失その他の事由により+ とする ことも
考え られよう (こ こで の ｢経年+ は 30年又 は4 0年以下も含む) が, 中間試案
のイの
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文言の ままで も , 災害等の 突発事故に よる もの だけで なく ､ 経年による ｢劣化+ ( 外壁
の 汚れ ､ 防水機能の 低下 ､ 給排水管の 機能低下等) も ｢損傷+ と見て ､ 損傷 を受けた諸
部分の ｢効用 の維持又 は回復+ の ための 費用 を考えて い る と理解する こ とも可能で あろ
う ｡
そうする と ､ ア は､ 一 定 の ｢経年+ の み を要件とし ､ 3 0年又 は 4 0年以上経過した
建物には程度の差はあれ ｢劣化+ は生 じて い ようが ､ そ の 物理的効用の 減退の 程度は問
題としな い (立証は不要である) 場合で あり ､ イは ､ 経年､ 災害等の事由に よる建物の
一 定の基準 ( 甲案又 は乙案の 基準) に よ る物理 的効用の 減退を要件として い る と理解し
て ､ 先に挙げた 2 5年経過の 建物は ､ ｢劣化+ すなわ ち ｢損傷+ がイ の 要件を満たす場
合にの み ､ 建替え決議が可能 とな るとい う ことになる ｡
もっ とも ､ この 場合には ､ 萌実に は､ イ の要件を満た したか どうかの 判断がそ う容易で
はない と考え られ る こ とか ら ､ あと 5年 (又 は1 5年) の 経過を待つ こ とが多い の でな
い か ｡
(2) 老朽化の場合 にお ける年数
アで い う 3 0年又 は 4 0年は ､ 先に述 べ たよう に､ イ との 関係から ､ 建物の抽象的｢経
年 劉ヒ+ は意味するが ､ 一 定の 基準に基づく建物の物理 的効用 の減退を意味しな い . す
なわち ､ 3 0年又は 4 0年が経過すれ ば､ 何ら建物の物理 的状態を問題とす る こ となく
(中間試案の 2(2) アにお い て ､ 年数の 経過以外を示す必要は ない ｡)､ 建替え決議を行
う こ とが可能とな る ｡ この 3 0年又は 4 0年とい う年数は ､ 民事局参事官室の 説明で は ､
一 方で は ､ 各種法令 で定め て い る建物の ｢耐用年数+ (た だし､ 必ずしも建物の純粋な
物理的耐用年数を意味せず､ それぞれ の 法が実現しようとす る 政策的目的が加味され て
い る) を基準として ､ 他方 で は , わが 国の これ まで の建替え に至 るま での 平均年数を基
準 として い るとい う｡
3 0年又 は4 0年 という年数､ ある い は具体的な年数を明示する こ とにつ いて は､ 疑
問視する声 (法制審議会の 場で の委員か らの 発言を含め て) が 出て い るo その 内容は ､
第 一 には､ 建物の状態は様々 で これ を 一 律に 一 定の 年数で画する の はおか しい とい うも
の で ､ 第二 には､ 3 0年又は 4 0年という年数は､ 建物の 耐用 年数な い し老朽化を示す
年数として は短い ､ 又 は ､ これが建物の耐用年数な い し老朽化 を示す年数で はない に し
ろ, その ように 一 般 には受け取られる虞があり ､ 現実には物理 的 ･ 経済的に建て 替える
必要の ない建物につ い て まで建替えが実施され 政策と して好 ましくな い方向を誘発す
るという もの で ある ｡
第 一 の疑問に対して は ､ 今回の改正の 目的は ､ 現行の ｢老朽+ ｢過分の 費用+ という
規定 (6 2条1項) を明確化 しようというの であるか ら ､ これ を肯定するな らば､
一 定
の年数を定め ざるを得ない で あろうQ 第 一 の 立場で は ､ これを 1 00年 と定めて も ､ 逆
に2 0年と定めて も妥当 で はない であろうか ら, 基本的に先に示 したイの 方向の み を認
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める 立場を支持する ことになろうか ｡ ただ､ この立場を採っ た場合に は､ 経年による建
替えの 場合の客観的な建物の物理的効用 の減退の 基準自体が 問題とな り､ また ､ 基準が
示されて も､ それ を満た したか どうかの 認定が問題となり ､ 争い にな りう るo
第二 の 疑問の うち ､ 3 0年又は 4 0年とい う年数は ､ 建物の耐用年数ない し老朽化を
示す年数として は短い という点に つ い て は ､ 仮に , アがイ に相当する もの として ｢経年+
で もっ て建物の物理的効用 の減退の 基準を示すもの だとした ら､ その ように言えるか も
知れ ない ｡ ただ､ 先に述 べ たように ､ アとイ とは別々 基準であり ､ アは ､ イ で の 建物の
物理 的効用 の減退の基準とほ無関係で ある と解すると ､ 3 0年又 は4 0年とい う年数は ､
(抽象的な ｢経年に よる劣化+ を表現するもの で はある として も) 建物の耐用年数ない
し老朽化を示す年数で はなく ､ これが経過 しな い限りは建替えが制限され る期間を示す
年数という こ とになる ｡ 換言すると､ 3 0年又は4 0年の経過前は ､ 建物の社会的老朽
化 (陳腐化) や効用増等を理 由とする建替えは許されな いが ､ その経過後は､ これ らを
含む いかなる理 由で も(た とえ建物の 耐用年数を残して いて も) 建替えが可能 となる と
いう ことで ある ｡ また ､ 次のよう にも言い換えられ ようか｡ すなわち ､ 区分所有者間に
は ､ 区分所有建物で ある 限りは ､ ｢相当な期間+ は現状で建物を維持する内在的制約(黙
示 の契約) がある (各 ｢所有権+ の保護の要請) が ､ ｢相当な期間+ の経過後はその 限
りで はなく､ ｢事情の 変更+ により ､ 共同決定に よりそ の制約が解除され うる と ｡ ｢3 0
年+ か ｢4 0年+ か ､ ある い は ､ それ以上かとい う点は政策的判断とな ろうが ､ ｢1 0
o年マ ンシ ョ ン等に見られる建物の長寿命化+や今後の マ ン シ ョ ンのある べ き姿､ 他方､
現存する ｢3 5年ロ ー ン+ を思 い浮か べ ると､ ｢4 0年+ かそれ以上 (例えば ｢50年+)
という こと にな ろうが ､ そ の 一 方で ､ これ また現存する ｢社会的に老朽化 ( 陳腐化)+
した マ ンシ ョ ンの 居住者の 意向や先の最高裁判決 (新千里桜ケ丘事件) を思 い浮か べ る
と､ ｢3 0年+ とい う こ とにな ろう ｡ 立法担当者が ､ これらの事情を考慮して どこかに
線を引かなくて はな らな い と ころであろう ｡
次に ､ 第二 の疑問の うち , 3 0年又 は4 0年が建物の耐用年数な い し老朽化を示す年
数で はな い にしろ､ そ の よう に 一 般には受け取 られ る虞があり ､ 現実には物理 的
･ 経済
的に建て 替える必 要の な い 建物につ い て まで 建替えが実施され 政策的に好ま しくな い
方向を誘発する とい う見解につ いて は ､ どの よう に考える べ きか｡ これ につ い て は次の
点を指摘して おきたい ｡ 3 0年又は 4 0年経過したら ｢建替えなくて はならな い+ 又 は
｢建替えの みを検討しなければならない+という誤解を払拭する手立て を行政等が講じ
る こ とは当然の ことと して ､ 筆者には ､ この ような年数が明示 されたか らと言っ て , 直
ち に､ ｢現実には物理 的 ' 経済的に建て替える必要の な い建物につ い て まで 建替えが実
施され政策として 好ましくな い方向を誘発する+ まで には至らない と考える ｡ なぜなら
ば､ 一 方では ､ 中間試案2 の手続が踏まれる こ とになろう し､ 他方では ､ 3 0年又は 4
o年が経過した マ ン シ ョ ン の現状 ( 高齢者が多くを占め ､ また ､ 資力の面で も余裕があ
る者はそ う多くはない) を想定する と､ 簡単に､ ｢物理的 ･ 経済的に建て替える必要の
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ない建物に つ いて まで 建替えが実施され る+ とは考えられない ｡ いずれ に しろ ､ 最終的
判断は 区分所有者の共 同決定に委ね られ る｡
(3) 経年と長期修繕計画 との 関係
ア の 乙案が ただし書を設けた理由に つ い て ､ 民事局参事官室ほ ､ 築後年数の 経過とい
う形式的基準の みで 建替えの 客観的な 要件を満たすもの とするの は相当でな く ､ 建物の
個別事情を反 映させた要件を定め ､ 建替え決議の可能な建物に 一 定の 限定を付す ことが
必要で ある と考え られ たか らであり ､ ただし書に該当する建物に おい て 建替え決議を実
施する ためには ､ そ の過程で ､ 建替え を行う場合と修繕を行う場合との 費用 の 比較が慎
重に行われ るな ど､ 適正 な手続保障が 図られ る ことが期待で き る ､ と説明して いる (第
5 の 1(注4))｡ た しか に ､ 中間試案 2 で も建替え決議の手続の 適正性を担保する案が
示 されて い るが ､ ただし書 に該当する 場合に は ､ 規約等の変更が必要とな る ことか ら､
より慎重な手続が とられ る ことになろう｡ ただ し､ この ようなた だし書がなく とも､ 同
様な状態に ある場合 には､ 修繕積立金 の清算を必要とするか ら ､ 建替え決議 に前後して
( 建替え決議の前 に行う場合には ､ そ の決議の 成立を条件とする ことにな ろう)､ 同様
の 手続を踏む必要があろう ｡
アの 乙案で い う 3 0年又 は4 0年の 経過が建物の物理 的効用 の
一 定の 減退を直接 に
意味する もの とする と ､ ただし書にい う状況は ､ これ に 一 定の 限定を付した もの とは言
えず両者の 間に関連 はない が ､ これらの 年数キま物理 的効用の 一 定の 減退を直接に意味す
るもの で はな い とす る と ､ た だし書は ､ 特に建替え決議の前に規約等の 変更の手続を義
務づける こ とを法定した もの として ､ そ れな り意味を有して こ よう ｡
(4) 建物の 物理的効用減退の 基準
現行の法規定は ､ 建替え の 客観的要件として の 建物の物理 的効用減退の 基準として ､
建物の価額等に照 らし ､ そ の効用の維持 ･ 回復 のた めの 費用 が過分か どうか を問題とし
て い る (62条1項)｡ 中間試案の イの 甲案は ､ これ と基本的に同様に ､ 建物の価額と効
用の維持回復費用 とを比 べ るが ､ ｢過分の 費用+ とい う不 明確な文言を避けて ､ 後者が
前者を上回るか どうか を基準と して い る｡ 従来は､ ｢過分の 費用+ が幅の ある概念で暖
味で あり ､ どちらか とい う､ (効用 の維持回復費用が､ 建物価額 の何割に達したら ｢過
分+ とな る のか ､ 5割 か ､ 8割か ､ それ とも建物価額を上回 る場合か) という形で問題
とされて きた ｡ この 点につ い て中間試案で は明確にな っ た ｡ 中間試案の よう な基準が設
定された背景には ､ 阪神 ･ 淡路大震災で の実務及び近年出された最高裁判決 (新千里桜
ケ丘事件) におい て ､ 硬災した建物や 3 0年程 を経た建物の価額は ､ か なり低い評価が
なされる こ とが実感され認識された こ とがあるもの と思われ る ｡
イの 甲実 につ い て は ､ 以下にお い て ､ 検討を要する点を2 つ だけ述 べ て お きた い ｡ 第
一 は､ 上で述 べ た こ とに関連 して ､ イ の 甲案の基準は ､ 現行法で想定される基準と比べ
- 8 -
て どうか(改正規定の遡及適用 を考えた場合には改正前後で 著しい程度の違
いがある こ
とは好 ましくない)､ また､ アの場合の基準 (3 0年又は 4 0年の 経年劣化で
一 般に想
定され る基準) と比 べ て どうか (ア とイの 基準は異質である として も､
そ の間に著しい
違い が認識され る ことは好ましくない)､ さらに､ 法61条 5項の大規模
一 部滅失の基準
と比 べ て どうか ( 一 般には ､ 建替えの 基準は復旧 の基準よりも厳しい で あろう)
､ とい
ぅ点である ｡ 第二 は､ 上記の (1) に関連するが ､ イ の 甲案の 中に
｢(3 0年 ･ 4 0年
以下の) 経年劣化+ を予定する とする と､ 同案の 枠組みは ､ 現行規定
と質的な違い はな
くなり連続する こ とになる ｡
ィ の 乙案は ､ 現行規定 (｢費用の 過分性+) とは異質な基準を､
｢建物の物理 的効用の
減退+ の基準として 新た に持ち込んだもの と理解する ことが
で きる o この基準は ､ 区分
所有者が 当該建物の 再建を考える場合に は ､ それ に要する費用
の 負担とそれ により得ら
れ る利益 とに照らし ､ ｢建替え+ と ｢復旧
･ 補修+ の どち らが得か とい う判断をする と
思わ れ る ことから､ これ により連合的な ｢建物の物理 的効用の 減退+
の基準として 掲げ
た もの と思われ る (この基準 払 わが国で は ､ 阪神
･ 淡路大震災後に提起され た建替え
決議の 無効を求める訴訟に 関連して なされた主張に端を発する も
の と思われ る)o イの
乙 実につ い て も ､ 上 で述 べ たイ
･ EP実の 第 一 の 点の検討に準じた ､ 検討が必要とされ よ
う ｡
な お ､ こ こで改めて 注意を要する点は, イの 甲
･ 乙 両案共に ､ これ らは(特に甲案は),
純粋に建物の 建替え時期に関して経済的に最も合理的な基準(ど
の時期に建替えれば区
分所有者総体として 最大の 利益を産むかの 基準)とは必ずしも
一 致する もの で はない と
思 われる ｡ 元来､ 法62条 1項の客観的要件の立法趣旨は､ 多数決
に よっ て 少数者の権
利を奪うため には相当な根拠を必要とする と ころ ､ そ の まま
の 状態で建物を維持する の
は不合理 である と言える程度まで に ｢建物の物理的効用の減退+
が生ずる必要が ある と
い うもの で あり ､ 専ら現存建物の状態に着目する もの で あっ た (その 上で決定
を 5分の
4以上の 多数決に委ねて い る)｡ したが っ て ､ その 是非はと
もかく として ､ こ こ には ､
直接的に は この ような専ら経済的視点か らの
｢建替えの最適時期+ ｢区分所有者全体の
利益+ という考えは組み込 まれて い な い と言えようo
Ⅱ 復旧
1 法制審議会の 審議の 過程
復旧に関して ､ 第
一 段階では ､ 法務省民事局参事官塞からの議論の たた き台とし
て｢例
ぇば､ 次の ような指摘があるが､ どの ように考え る
べ きであるか o+ と して ､ 次の 点が
掲げられた ｡ ①買取請求 (61条7項) が特定の 者に集中しないため
の措置を講ずる べ
き である ｡ ②買取請求権を行使できる期間を制限す べ きで ある o③景取請求
にお ける｢時
価+ (61条7項 ･ 8項) の算定基準を明確化す
べ きである｡
これ らの点も､ 阪神 ･ 淡路大震災後に何人かの 論者によ っ てすで
に指摘されて いた点
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で あり, また ､ 200年6月 の 日本弁護士連合会の意見書にお い て も指摘されて いた ｡
なお ､ 法 61条 8項の 場合の 買取請求に つ い て は ､ これ を存続す べ きか どうか の議論が
以前か らなされ て い たが ､ 取 り上 げられなか っ た (ただし ､ 審議 の場にお いて はある委
員か ら この点の 指摘はな され た)｡
第二 段階で は , 上記①に つ い て は ､ ｢決議に賛成した 区分所有者の 全員合意により指
定された者 (買受指定人) に対 して の みする こ とが で きる者と し ､ この 場合に は､ 買受
指定人以外の 決議に賛成した区分所有者は ､ 区分所有法第 1 9条の割合 によ り､ 買受指
定人と連帯 してそ の 支払をなす義務を負う もの とする こ とは どうか ｡+ という よう に具
体的な形 で提示 され ､ これが ､ 結局 は､ 第三段階で ､ 中間試案の ような 形にな っ た ｡ 上
記②につ い て は ､ 第二 段階で は ､ 期間制限の期間として 2月前後 の案が示されたが ､ 結
局は ､ 第三段階で ､ 中間試案の ような形 (4 月) とな っ た ｡
上記③ につ い て は ､ 第二 段階で ､ 次の 2案が ､ それぞれの 問題点と共 に ､ 民事局参事
官塞か ら示され た ｡
a ｢時価+ を ｢滅失しな か っ た もの とした場 合の価格か ら滅失 による減価 ( 復
旧工事費用) を控除して算定した額+ とするもの とする ことは どうか ｡
b 時価 の決定に裁判所が 関与する制度を設けて は どうか o
しか し ､ 第三段階で は ､ 前記の 売渡請求 にお ける ｢時価+ と同様の 理由により ､
特別の 規定を設ける こ とは見送られた ｡
2 中間試案 の 問題点 ･ 課題
(1) 指定買受人 の責任
中間試案 で は ､ 復 旧決議に賛成しな か っ た着からの 買取請求を受ける 者を第 一 次的に
は指定買受人として い る . 復旧決議に賛成せず区分所有関係か ら離脱 して い く者は ､ ま
ず この者に買取請求をする こ とになる ｡ 同案 で は ､ この場合の 売買代金 を担保す るため ､
｢決議に賛成 した区分所有者は ､ 指定買受人と連帯して 代金 の弁済の責め に任ずるもの
とするo+ (第4 の 1(3))と して い る ｡ 決議に賛成した 区分所有者が連帯する と言う こ
と 胤 買取請求をする者は ､ ｢代金の弁済+ に つ いて ､ 決議に賛成 した 区分所有者の中
か ら任意の 者を選択して ､ この 者に対 して代金全額を請求で き るとい う こ とにな ろう｡
この こ との ため に､ 同案注 2 では ､ 弁済を求め られた者に検索の 抗弁権 に準 じた主張を
認める ことの適否 を問うて い る｡ なお ､ この 場合にお い て , 買取請求の相手方は指定買
受人で あると考え られ るか ら ､ 買取請求権の行使と同時に建物及 びそ の敷地に関する権
利は指定買受入に帰属して い る こ とになろう ｡ こ こに極め て複雑な法律関係を現出させ
る ことになろう｡
思うに､ 全員の 合意で指定買受人 を指定するにあた っ て は ､ 指定買受人の 承諾を前提
とし､ その 者が 買取請求に応 じ､ その 代金の 支払い をする (で き る) こ とを当然に予定
して いる ( 予定すべ きで ある) と考え るべ きで あるか ら､ 中間試案の ｢決議に賛成した
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区分所有者は､ 指定買受入と連帯 して 代金の 弁済の責め に任ずるもの とする ｡+(第4 の
1(3))という条項は不要で はなかろうか o
(2) 買受入の指定がなか っ た場合
それ で は ､ 買受人の指定がなか っ た場合は どうか ｡ 中間試案で は､ その場合には､ 現
規定 (61条7項) による もの として い るo 指定買受人は ､ 区分所有者で もそれ以外の
着で もよい が ､ 資力ない し採算性の面で これが指定で きない 場合も少なくない で あろう｡
そ の場合に現規定にその まま戻 る こ とは､ この間題の 根本的な立法的解決とはならな い
で あろう ｡ そ こで ､ 買受人の指定がなか っ た場合に は､ 管理者が復旧決議に賛成した 区
分所有者を代理して買取請求に応じ ( 法26条2項参照)､ そ の代金は ､ 復旧決議に賛成
した区分所有者が応分に負担する (法 2.9条1項参照) もの として は どうか ｡ この よう
にすれ ば､ 中間試案注3 で述 べ られて い る問題も解決しよう ｡ なお ､ この場合には､
買取っ た建物等の権利は復旧決議に賛成した区分所有者の共有 となるが ､ 規約により当
面 ( 売却がなされる まで) は管理所有とする こ とも考えられ る (27条1項)｡ また ､ 規
約共用部分とする こと も考え られ る (4条 2項)｡
Ⅲ 団地
1 法制審議会の審議の 過程
(1) 第一 段階
団地内の建替えに関して ､ 第 一 段階で は ､ 法務省民事局参事官塞か らの 議論の たたき
台として ｢例えば, 次の ような指摘が あるが , どの ように考える ぺ きであるか ｡+ とし
て ､ 次の 点が掲げられた ｡ ①団地内の 建物の建替えを円滑に 実施で きる よう にするため
に ､ 建替えに関する規定を整備す べ きで ある ｡ ②団地内の 建物の 建替えが順次行われ る
場合等にお い て ､ 取り壊され た建物の 区分所有者につ い て も団地関係が存続する 旨を法
律上明確にすべ きである ｡
これ らの 点も､ 阪神 ･ 淡路大震災後に何人かの論者に よっ て すで に指摘され て いた点
で ある ｡
(2) 第二 段階
第二 段階で は, 上記①につ い て は ､.次の a 及びb の提示が なされ た｡
a 団地内の 1棟の 建物の 建替え をしようとする場合におい て , 当該建物が所在する
土地 (又はこれに関する権利)が 当該建物の 団地所有者と他の建物の団地建物所
有者との共有 (又 は準共有) に属するときの 建替えの 手続華規定する こ とは どう
か ｡ 例えば､ 法6 2条1項の 決議等の ほか ､ 団地内の すべ て の 建物の団地建物所
有者の 集会 におい て ､ 団地建物所有者及び議決権 の 各4 分の 3 以上 の 多数 に
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よる決議を要す るもの とする ことはどうか ｡
( 下線は筆者o 以下に つ い て も同じo)
b 団地内の すべ て の 建物の 建替え を しようとする場合の建替えの 手続 を規定する
ことは どうか ｡ 例えば､ 次の イ からハ まで の各要件をす べ て満たす場合には ､ 団
地内のす べ て の建物の 団地建物所有者の集会 におい て ､ 団地建物所有者及び議決
権の各 1 0分の 9以 上 の多数で ､ 団地全体の 建替え決議がで き る もの とする こと
はどうか c また ､ 建替え決議にお い て は ､ 団地内の すべ て の 建物に つ い て 一 体的
な建替え計画を定めな ければな らない もの とする ことは どうか B
イ 団地内のす べ て の建物の 所在する土地 (又 は これらに関する権利)が 団地建物所
有者全員の共有 (又 は準共有) にな っ て い る こ と｡
ロ 団地内の建物が第6 8条第1項本文の規定により ､ 規約によ っ て 団地管理組合が
管理す べ き もの と定め られ た同条同項第 2号 に掲げる専有部分の あ る建物で ある こと｡
ハ 老朽の 場合の 建替え である こ と｡
上記②に つ い て は ､ 次の a 及びb の提示が なされた ｡
a 団地内の 土地及 び附属施設の 管理 ･ 変更 に つ い て は , 土 地又は附属施設それぞれ
の共有者の 集会の 決議 によ るもの とする ことは どうか o
b 区分所有法6 7条 に規定する 団地共用部分に つ い て ､ 附属施設 の共有者か らの 分
割請求 を禁止する こ とは どうか ｡
(3) 第三段階
団地内の 建替えに つ い て は , 中間試案に至 る まで に第三段階にお い て大きく揺れ動い
た ｡
1) 第8 回会議
第8回会議にお い て ､ 上記①､ ②に つ い て ､ 審議会で の 審議等 に基づ い て ､ 民事局参
事官室にお い て ､ 最初に , 次の ような具体案が提示 され た ｡
まず､ ①に つ い て は ､ ｢団地内の 1棟の建物 (専有部分の ある 建物に限る｡ 以下同じ｡)
に つ い て , 法6 2第 1項の 規定によ る建替え決議を行う場合 で あっ て ､ 当該建物の敷地
利用権が当該建物の 区分所有者と当該建物以外の 建物の 区分所有者との共有(当該敷地
利用権が所有権以外の権利 である場合にあ っ て は準共有) に属す る場合 には ､ そ の建替
えが当該建物以外の 建物の 区分所有者の当該敷地の利用 に特別の 影響を及 ぼす べ き と
き に限り ､ そ の 区分所有者の 承諾を得な けれ ばな らな い もの とする ｡+ との 案が示 され
た｡ こ こにおい て は ､ 第ニ 段階での ① a につ い て ､ ｢建替えの 内容 いか ん にかかわ らず､
団地建物所有者及び議決権 の各 4分の 3以上 の 多数によ る決議を要する もの とする の
は ､ 建替え に対する制約が大きすぎるの で , 特別な影響が ある場合に限っ て 他の建物の
区分所有者の 意思 に係ら しめ る もの とする こ とはどうか ｡+ との 注記がなされ て い る ｡
次に ､ 第 一 段階で の②の考 え方に つ い ては ､ 次の ような理由 で採用 しない こ とではど
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うか との提案がなされた o (ア) 団地管理規約はあくまで も建物の存在を前提と して建物
等の管理や その 費用負担に関する取決めを定めた もの であるか ら､ 取り壊され た建物の
もとの 区分所有者が これ に 一 律に拘束される もの とすると ､ 妥当性を欠い た事態が生 じ
る こ とが予想される こと､ (イ) 団地管理組合の保有財産の うち ､ 例えば修繕積立金に つ
い て は ､ 建物取り壊後は団地関係か ら離脱し､ 払い 戻 し､ 清算が行われる と考えた方が ､
妥当な解決を得られる場合が多い と予想され る こと ､(ウ) 取 り壊された建物の 団地建物
所有者に つ いて ､ 団地関係か ら 一 時期離脱する こ とによっ て 生 じる不都合に つ い て は ､
共有物分割禁止の合意をする こ と等で 実務上対応で き る ｡
②に つ い て は､ 以後の会議におい て復活する こ とな く､ 中間試案には採用され なか っ
た ｡
2) 第9回会議
上記①に つ い て ､ 第9回会議に おい て は､ 前回 の案を修正 して次の案が提示 された o
｢1 団地 内の 一 棟の建物 (専有部分の ある建物に 限る o 以下 同じo) の 敷地利用権の
す べ て が ､ その建物の区分所有者と団地内の他の 建物の 区分所有者との共有(そ の敷地
利用権が所有権以外の権利で ある場合にあっ て は ､ 準共有) に属する場合にお い て ､ そ
の 団地内にある 一 棟の建物の 区分所有者がその建物を取り壊 し､ その建物の敷地 を新た
な建物の 敷地として利用する ときは ､ そ の敷地利用権の 持分の 4分の 3以上 を有する 区
分所有者の 同意を要する もの とする ｡+ ｢2 1 の場合にお い て ､ 建物の敷地として利用
する こ とが ､ 団地内の他の 建物の 区分所有者の建物の 敷地 の利用 に特別の影響を及 ぼす
べ き ときは､ そ の区分所有者の承諾を得な ければな らな い もの とする ｡+
以上 の よう に第9回会議に おい て は ､ 第8 回会議にお い て 一 旦消えて いた ｢4分の 3
以上 を有する 区分所有者の 同意 を要する+ が復活したが ､ ただ ､ これは , 第8回会議に
お ける ｢団地建物所有者及 び議決権の 各4分の 3以上 の多数に よる決請+ ではな く ､ ｢敷
地利用権の持分の 4分の 3以上 を有する区分所有者の 同意+ で あっ た o そ して ､ これは
必ずしも集会で の決議で ある必要はない もの とされた ｡
2) 第10 回会議及び中間試案
第 10回会議で は, 第9回会議にお ける ｢その敷地利用権の 持分の 4分の 3以 上を有
する 区分所有者の同意を要す る もの とする ｡+ の 箇所が , ｢その 敷地利用権を共有する 区
分所有者の 集会にお いて ､ 敷地利用権の持分の 4分の 3以上 を有する 区分所有者の多数
に よる決議がある ことを要する もの とする ｡+ というように改められた｡ また ､ 2に つ
い て も､ ｢1の場合にお い て , 建物の敷地を新たな建物の 敷地として利用する ことが ､
団地内の他の建物の 区分所有者の 建物の 敷地の利用 に特別の影響を及ぼすべ きときは ,
当該 区分所有者全員の承諾 を得な ければな らなしミもの とする .+ と改め られ ､ 他 の建物
の 敷地利用 に特別の影響を及 ぼす場合に当該建物の 区分所有者全員の 承諾を必要とす
る点が明確に された ｡
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2 中間試案の 問題点 ･ 課題
中間試案に至る まで に貯余曲折はあっ たが ､ 区分所有建物で 敷地を共有する 団地内の
建替えにつ い て は ､ 結局 ､ 次の よう に なっ た ｡ (ア) 各棟の建替え につ い て は ､ 現行 どお
り各棟の決議による ｡ (イ) ただし ､ そ の ために は, 敷地を共有する区分所有者の集会に
お いて ､ 敷地利用権 の持分の 4分の 3以上 の多数に よ る決議を要する｡ (ウ) (イ)の 場合に
お いて ､ 他の棟の 敷地の利用 におい て 特別の影響を及 ぼすときは ､ 当該棟の 区分所有者
全員の 承諾を得な けれ ばな らない ｡
(1) 敷地を共有する 全区分所有者の 集会で の敷地利用権の 持分の 4分の 3以 上で の決
読
中間試案は ､ 敷地を共有する 団地内で の あ る棟の建替え につ い て は ､ 共有する敷地の
利用 を伴うか ら､ 当該棟の 建替え決議の ほか に団地全体の 承認決議も必要とした ｡ 《全
く同 一 の敷地 に従前と全く同 一 の 建物》 を再築する場合に も ､ これを必要とした (中間
試案で は これ を除外 して い な い)｡ そ の 理由は ､ 建替えは ､ 敷地 の平面の 利用だけでは
なく空間の利用 にも係わる もの で ある か ら ､ 容積率の 配分ない し団地全体の 敷地の 空間
利用 につ い て 改めて 団地全体 の決定 に係らしめる こ とが適切 で あ るか らである ｡ そ して ､
敷地の ｢変更+ (法66条によ る17条 1項の 準用) に準ずる もの と して ｢4分の 3以 上+
とした ｡
それ では ､ なぜ現行法上 の 団地建物所有者の 集会で はなく ｢敷地所有者の 集会+ の 決
議と したの か ｡ おそ らく ､ 建替えは ｢団地建物所有者+ の ｢敷地に つ い ての 管理+ で は
なく ､ 建替え棟が取 り壊された跡の共有敷地の管理 に係わ る事項で ある と考えたためで
あろう｡ しか し､ 団地全体 として は ､ ｢団地建物所有者の 団体+ による ｢敷地に つ い て
の管理+ と見て よ く ､ また ､ この 場合の 建替え は ､ 区分所有法の も とで の建物の 再築で
あっ て ､ 共有する更地 (跡地) につ い て の 白祇の状態で の新規の 利用 とは異な る もの で
ある｡ したが っ て , 現行法上 認め られ る団地建物所有者の 団体 ( 団地管理組合) による
集会 (法66条による 34条以下の 規定の準用) とは別に ､ 中間試案q)よう に新た に ｢敷
地利用権者の 団体+による集会 を創出する こ とは実際上 無用の 混乱を招くおそれが ある.
なお ､ ある建物の 建替えの 前と後 とで の 団地建物所有者の 団体にうい て は別途問題が生
じうるが ､ こ こで は こ の 点だけを指摘するに とどめ る (この 点は前述 した第 一 段階で の
②の論点と関連す る)｡
(2) 他棟の 敷地の利用 に特別の 影響を及ぼす場合の 当該棟の 区分所有者全員の承諾
中間試案 2は ､ 例え ば､ A 棟(80戸)と B棟(20戸)か らなる団地にお いて 各区分所有
者の敷地利用権の割合が 同じだとして ､ 上記の 4分の 3以上 の 多数で の集会決議が あっ
たために ､ 建替え棟 (A棟) が容積率を先食い して しまう こ とを許さ ない趣旨で 設けら
れ たもの と思われ る｡ こ こで は ､ 今後の課題 として次の 2点の み を指摘 して お こう ｡ 第
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- は ､ こ こでの ｢特別の影響+ とは ､ 上の例以外に どの ような ことが考えられる かであ
る｡ 抽象的な規定だけに ､ 現実に無用の混乱を招きかね ない ｡ 第二 は , 法 66条による
17条2項の 準用規定との 関係いか んで ある ｡ すなわ ち ､ この 条項案は ､ 同規定 と併存
する の か どうか ､ とい う点である ｡
結びに代えて
1 中間試案の評価
最後に ､ 以 上み て きた中間試案に関して 簡単な評価 を行うと共に ､ マ ン シ ョ ン をめ ぐ
る法の今後の あり方に関して ごく簡単に述 べ て おきた い ｡ 今回の 区分所有法改正 を動
機づけた最大の 要因は ､ 阪神 ･ 淡路大震災後に指摘された法の不備 (特に建替えに関す
る 規定の不備) の検討と ､ 近い将来大量に発生する と思われ る老朽化マ ンシ ョ ン に対す
る法整備で あっ た と思われ る o そ して ､ 中間試案で示 された法改正 の方向は
- い ち早
く制定され る マ ンシ ョ ン建替え 円滑化法と相まっ て
-
､
｢円滑な建替え+ によ っ て ､ 今
後予想され る マ ン シ ョ ン の閉塞状態を打破しよう とす る もの で ある｡ 建替え に参加で き
ない 区分所有者の権利に配慮する限りにお いて は(中間試案で は概ね この点の配慮はな
されて い るもの と思われ る)､ この 方向は是認で きる ｡ 建替えが可能な マ ンシ ョ ン (逮
替え の潜在力が ある マ ンシ ョ ン) は ､ この方向で の 改正 により ､ 円滑な建替えが実現で
きよう｡ この点も含めて中間試案は概ね評価で きよう ｡
2 マ ンシ ョ ンをめ ぐる今後の法的課題
ただ､ 他方､ 中間試案に おい て 例えば30年又は40年 とい う数字が示された ところで ,
修繕 より建替え を指向する よう にはな るかも知れ ない が ､ だか らとい っ て , 区分所有者
の 高齢化や資力を考えると､ なお多く の マ ン シ ョ ン にお いて 実際に簡単に5分の 4以上
の賛成が得られ る とは到底思われな い ｡ この ような マ ン シ ョ ン (区分所有者の 高齢化と
共に ､ 貸賃化､ 空家化が進行して い る) におい て は ､ 建替えは実現せず､ だか らと言っ
て ､ 直ちに 良好な管理が現実に継続して 保証される とは思われ ない (なお ､ 共用 部分の
変更に関する中間試案の方向〔いわゆる 大規模修繕な どは集会で の過半数決議に より実
施可能となる〕 は評価で きる)｡
もうひ とつ 先の法の課題は ､ このような閉塞状態から抜け出る ために ､ いか にして｢建
替え+ の方向とは別の次元の法制度､ すなわち､ で き るだけ建物を延命化さる手法を模
索 し (この 点につ いて は , 近江隆 ｢区分所有建物の 『部分建替え』+ マ ンシ ョ ン学12号
8頁以下参照)､ 他方､ 最終的には ､ あるい は ､ ある時点で 区分所有関係 を解消させる
方向を構築で きるか という点にあろう (2002年3月 10 日脱稿)｡
〔注記〕 本稿で は､ 日本弁護士連合会以外の意見書に つ い て は言及しなか っ た ｡ これ ら
に つ い て は , 中間試案に対し寄せ られる意見と併せ て ､ 後日別稿におい て取り上げたい ｡
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